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１１．．ははじじめめにに  

我が国では、昭和 50 年代の後半より現在まで悪性新生物（がん:以下同じ）が死因

の第 1 位であるが、高齢化に伴い脳卒中と循環器病による死亡数が増加し、65 歳以上

の高齢者では、脳卒中と循環器病による死亡数が、がんによる死亡数に肩を並べ、75

歳以上の後期高齢者ではがんによる死亡数を上回っている。 

2016 年の時点で、脳卒中と循環器病は介護が必要となる主たる原因の 4 分の 1 を占

め、総医療費の 20％を費やしている。他の国に類を見ない超高齢社会を迎えている我

が国では、65 歳以上の人口の 10％超で心不全を認めるとされ、大倉らの報告では、

2030 年には心不全患者は 130 万人に達すると推計されており、今後、急激に心不全患

者が増加することが予想されている。 

このため、心不全の予防および予後改善が急務とされ、脳卒中と循環器病克服 5 ヵ

年計画においても心不全は脳卒中、血管病とならび重要 3 疾病の 1 つとしてその対策

強化が進められている。 

心不全は急性増悪と寛解を繰り返しながら進行する疾患であると共に、その患者の

多くは高齢者であり、多疾病合併患者も多く、急性期病院のみでは対応困難であるこ

とから、地域包括ケアシステムで支えていくことが求められている。このように慢性

心不全の診療・疾患管理は“治療モデルから生活モデルへ” 移行すべき典型例であ

るとされる。 

この心不全の生命予後や QOL の改善のためには、患者教育、治療薬の調節、看護師

患者のための薬局ビジョンに向けた自社薬局の状況調査 吉岡 則紀 ······ 268 

 

急性期病院における後期高齢入院患者の自宅外退院の要因 山下 香苗 ······ 289 
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による継続的なフォローアップなどから構成される疾病管理プログラムが有効である

とされ、その疾病管理には多職種で構成されるチーム医療で運営されることが望まし

いとされる。 

一方で、心不全診療は、心臓超音波、運動負荷試験、心電図、心臓カテーテルなど

様々な検査および治療を要する疾患であり、地域連携まで含めた心不全センターの立

ち上げが一部の大学病院などで先駆的に行われているが、一般病院における地域にお

ける心不全センターおよび心不全チームの在り方の検討は、十分とはいえない。 

しかし、今後は、地域包括ケアシステム下で、医療や介護サービスの提供が期待さ

れる在宅療養支援病院における心不全センターの運営が継続的に地域ニーズを満たす

ものであると考えられる。 

そこで本研究では、地域の在宅療養支援病院における心不全センターの持続可能性

を検討することを目的とした。 

 

２２．．本本研研究究にに関関連連すするる用用語語のの整整理理  

22--11  脳脳卒卒中中とと循循環環器器病病克克服服 55 ヵヵ年年計計画画・・循循環環器器病病対対策策推推進進基基本本計計画画  

平均寿命から日常的、継続的に医療・介護に依存して生きる期間を除いた期間であ

る「健康寿命」は、平成 25 年において男性では平均寿命 80.21 年に対して健康寿命

71.19 年、女性では平均寿命 86.61 年に対して健康寿命 74.21 年であり、この平均寿

命と健康寿命の差、男性 9.02 年、女性 12.40 年をもたらす最大の原因が「脳卒中」と

「循環器病」である。 

これについて、国家的見地から、健康寿命社会を実現するための改善策を訴える目

的で、日本脳卒中学会および日本循環器学会が中心となり、「脳卒中と循環器病克 服

5 ヵ年計画」が 2016 年 12 月に公表された。この計画に基づき、図１で示されるよう

に、「脳卒中」「心不全」「血管病」の 3 疾患を対象に、脳卒中と循環器病の年齢調整死

亡率を 5 年で 5%減少させること、および健康寿命を延伸させることを大目標として、

①「人材の育成」、②「医療体制の充実」、③「登録事業の促進」、④「予防・国民への

啓発」、⑤「臨床・基礎研究の強化」という 5 つの戦略が推進されてきた。 

 5 ヵ年計画の実現に向けて様々な整備が進む中、2018 年 12 月に「健康寿命の延伸な

どを図るための脳卒中、心臓病その他の循環器病に係る対策に関する基本法」(いわゆ

る循環器病対策基本法)が成立し、同法に基づき循環器病対策推進基本計画が 2020 年

10 月に閣議決定され、各都道府県がその地域事情に合わせた脳卒中・循環器病に対す
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る都道府県計画が策定された。これに続き、2021 年 4 月には、第二次 5 ヵ年計画が公

表され、現在、運用されている。 

 

図１: 脳卒中と循環器病克服 5 ヵ年計画の目標と戦略 

(出所: 日本循環器学会・日本脳卒中学会ほか. 脳卒中と循環器病克服 5 ヵ年計画. 2016 より筆者

作成) 

 

22--22  在在宅宅療療養養支支援援病病院院  ((在在支支病病))  

 表１は、機能強化型在宅療養支援病院等の主な施設基準を示したものである。ここ

で在宅療養支援病院は、「自ら在宅医療を提供する」とともに、「在宅療養支援診療所

（在支診）などを支援する」機能を持つ 200 床未満の病院であるとされ、24 時間の連

絡応需体制・ 24 時間の往診体制・24 時間の訪問看護体制・緊急時の入院体制・連携

医療機関等への情報提供などの基準要件が求められている。また、機能・連携体制に

応じて「機能強化型・単独型の在支病」「機能強化型・連携型の在支病」「一般型の在

支病」に区分され、区分に応じた診療報酬点数が設定されている。 

在宅療養支援病院は、地域密着型の中小病院が担う病院機能としては唯一、診療報

酬上で明確化され、日常生活圏域の範囲で整備する地域包括ケアの要として、在宅医

療や緊急入院などを実施・支援する役割が求められている。また地域の診療所と連携

し、かかりつけ医機能を担う主体としても、期待されている。 
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表１: 機能強化型在宅療養支援病院等の主な施設基準 

 
(出所: 厚生労働省保険局医療課 令和４年度診療報酬改定の概要 在宅 （在宅医療、訪問看護）

より筆者作成) 

 

３３．．研研究究のの方方法法  

研究方法は下記の通りである。 

① 神戸市北区にある医療法人社団 A 病院は、一般病床 40 床、地域包括ケア病床 26 

床、療養病床 90 床の 156 床から構成され、訪問看護、デイケア・デイサービスを提供

する機能強化型在宅療養支援病院であり、同病院では心不全チームならびに心不全セ

ンターが立ち上げ準備段階にある。 

本研究では、同病院における心不全センターのあり方について以下のような分析か

ら、検討した。 

② 内部環境分析: A 病院において 2018 年度から 2022 年度まで一般病床に入院した心
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不全患者の年齢、性別、在院日数、入院単価を DPC データから、調査する。 

③ 外部環境分析:神戸市北区の面積は 240.29 (km2)で全市面積の約 44％を占める一

方で、人口は 226,836 (人)と神戸市の全 9 区の内 2 位、人口密度は 942.4 (人/km2)と

最も低い 8)。同エリア内に DPC 参加病院は 8 病院であり、広範囲の医療圏に在宅療養

後方支援病院である 2 病院を中心に病院が散在している。循環器科を標榜している病

院は 6 病院であり、北区内におけるシェアは分散しているものと考えられる。 

本研究では、DPC データから同 6 病院の循環器系疾患(MDC05)の内、心不全(050130)

による退院患者数を調査し、心不全センター立ち上げ前の現状を把握する。同時に同

6 病院において心不全センターに期待される役割の１つである、心臓リハビリテーシ

ョン実施の有無について評価する。臨床知見によれば、北区から中央区などの他区へ

患者搬送となっている例も多いと考えられるため、潜在的患者数を把握する目的で人

口統計から神戸市北区の心不全患者数を推定する。心臓リハビリテーション患者数に

ついても、JROAD から患者数を推定し、概算する。 

④コスト分析: 心不全センターに関わる職種の年収を令和 4 年度、神戸市民間病院協

会に属する 32 病院の中央値から抽出し、心不全診療の継続に関わるコスト分析を行

う。人件費、光熱費、消耗品費などの費用に関しては、2022 年度の A 病院の状況を基

に算出する。 

⑤A 病院の状況に基づき、心不全患者への地域包括ケア病床利用および外来リハビリ

テーションの実施に関する試算を行う。 

 

４４．．結結果果                                              

44--11..  AA 病病院院のの概概要要  

  A 病院は医療法人であり、1980 年に 19 床で開業し、以後、増床ならびに病床機能変

更を行い、2023 年 8 月の時点で一般病床 40 床, 地域包括ケア病床 26 床, 療養病床

90 床, 計 156 床および介護医療院 18 床から構成されている。2012 年 6 月より在宅医

療連携拠点事業を開始し、2014 年から機能強化型在宅療養支援病院となっている。 

 2023 年 8 月時点の職員数は常勤 248 名 (医師 13 名、看護師 81 名、看護助手 11

名、理学療法士 15 名、作業療法士 1 名、言語聴覚士 4 名、薬剤師 5 名、臨床検査技

師 4 名、臨床工学技士 8 名、診療放射線技師 7 名、管理栄養士 3 名、社会福祉士 4

名、視能訓練士 4 名、眼科助手 3 名、診療情報管理士 2 名、事務員 23 名、クラーク

16 名、介護支援専門員 11 名、介護福祉士 27 名、運転手 4 名、保育士 2 名)、非常

4 
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勤 184 名である。  

診療科目として内科、外科、眼科、糖尿病内科、小児科、整形外科、消化器内科、

消化器外科、循環器内科、循環器外科、呼吸器内科、泌尿器科、老年内科、胃腸内科、

肛門外科、人工透析内科、リウマチ科、放射線科、リハビリテーション科、麻酔科を

標榜し、眼(アイ)センター、糖尿病センター、腎・透析センターなどを中心に地域医

療の中核を担っている。病院医師、看護師が訪問診療を行い、訪問看護ステーション、

居宅介護事業所・あんしんすこやかセンターも同法人内組織として存在する。 

 第3者評価として、財団法人日本医療機能評価機構認定「一般病院1（3rdG:Ver1.0）」

を得ている。 

 看護師教育は日本看護協会のクリニカルラダーを導入、実施されているが、看護師

以外の職種に対しての教育システムは構築されていない。 

 

44--22  外外部部環環境境分分析析    

 神戸市北区の面積は 240.29 (km2)で全市面積の約 44％を占める一方で、人口は

226,836 (人)と神戸市の全 9 区の内 2 位、人口密度は 942.4 (人/km2)と最も低い。同

エリア内に DPC 参加病院は 8 病院であり、広範囲の医療圏に在宅療養支援病院である

2 病院を中心に病院が散在している。循環器科を標榜している病院は 6 病院であり、

北区内におけるシェアは分散しているものと考えられる。 

本研究では、DPC データから同 6 病院の循環器系疾患(MDC05)の内、心不全(050130)

による退院患者数を調査し、心不全センター立ち上げ前の現状を把握した。神戸市北

区は山間部に位置し、図 2 で示すように人口は 2015 年 219,805 名、2020 年 210,492

と減少傾向にあり、高齢化率も 31.2%と高い。今後も人口は減少傾向となることが予

測されている 8)。 

図３で示すように A 病院は東西に広い神戸市北区の中央部に位置する。 

表２および表３で示すようにB病院ならびにC病院は在宅療養後方支援病院であり、

同 2 病院で循環器シェアの 60.5%、心不全シェアの 66.5%を占める。A 病院はそれぞ

れ、0.9%、5.0%に留まっている。循環器疾患の平均在院日数も B 病院 11.2 日、C 病院

10.7 日であるのに対し、A 病院は 17.9 日と長い。心臓リハビリテーションは B 病院、

C 病院、D 病院でも実施されており、A 病院でも 2022 年度より開始されている。 

表 3 では、北区全体の心不全入院患者数は 301 名であり、2022 年に北区で心不全

DPC および人口動態統計から推定される、神戸市北区の心不全入院必要患者数は  
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386.8 人/年1であり、2 割程度が区外に搬送されているものと推察された。 
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規 181.8 人(年)2、外来延べ件数 968.0 件(年)3と試算した。 

 

 
図２:神戸市北区将来推計人口 (人)  

(出所: 地域医療情報システムより著者作図） 

 

 
1 神戸市北区心不全入院患者数:2815 名 (神戸市心不全入院患者数)×206399(北区人口)÷1502295 (神戸市人口) 
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44--22  外外部部環環境境分分析析    
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表 3 では、北区全体の心不全入院患者数は 301 名であり、2022 年に北区で心不全
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図３:神戸北区病院地図 

(出所: グーグルマップとウェルネス2次医療圏データベースシステムを用い著者作図） 

 

表２: 神戸市北区循環器疾患入院患者数とシェア率 (2022 年 DPC データから作成) 

 
表３: 神戸市北区心不全入院患者数とシェア率 (2022 年 DPC データから作成) 
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表４: 心大血管リハビリテーション患者数 

 
(出所 JROAD データから抽出し作成) 

 

44--33  内内部部環環境境分分析析  

A病院において2018年度から2022年度まで一般病床に入院した心不全患者の年齢、

性別、在院日数、入院単価を DPC データから調査した。内容を表５に示す。2018 年か
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表５: A 病院心不全入院患者データ

 

(出所 2018-2022 A 病院 DPC データから抽出し著者作成) 
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44--44  ココスストト分分析析  

想定される心不全チームの活動内容および構成員を図 4 に示す。活動内容は週 1 回

のチームカンファレンス、入退院支援、社会復帰支援、患者教育、難治例のコンサル

テーション、心臓リハビリテーション業務、多職種介入などがあり、構成員は医師、

看護師、薬剤師、理学療法士もしくは作業療法士、臨床検査技師、栄養士、歯科衛生

士、臨床心理士、医療ソーシャルワーカー、事務作業補助者とした。 

エフォート率をカンファレンスの参加 0.1、外来心臓リハビリテーションへの関与

0.5 とした。医師人件費は A 病院の医師年俸平均値を用い、医師以外の人件費は令和

4 年度、神戸市民間病院協会に属する 32 病院の公開データを用い、人件費は算出し、

医師は A 病院の中央値を用い、試算を行った。 

表６に示すように、中央値×エフォート率から試算される心不全チームに関与する

人件費は医師 1680000 円/年、看護師 2,582,741 円/年、薬剤師 544,140 円/年、臨床

検査技師 544,140 円/年、理学療法士 2,046,973 円/年、管理栄養師 407,400 円/年、

歯科衛生士 326,895 円/年、臨床心理士 475,791 円/年、医療ソーシャルワーカー 

397,619 円/年、事務作業補助者 1,676,789 円/年の計 11,129,290 円/年であった。 

病床管理費用は損益計算書を用い、医業費用(入院)の内訳から人員配置、延床面積

から各種費用を按分して算出した。同結果は表 7 に示されるように、急性期一般病床

の病床 1 床あたりの病床管理費用は給与費 14,583 円、材料費 6,333 円、その他経費

8,349 円の計 29,265 円であり、地域包括ケア病床の 1 床あたりの病床管理費用は給与

費 11,938 円、材料費 6,101 円、その他経費 7,911 円の計 25,951 円であった。 

心不全患者数に関しては、北区内の心不全患者のシェア 15%を想定し、入院 58 名4 

在院日数 40 日, 外来リハビリテーション 145 件5で試算した。 

医療機器に関する減価償却費は運動負荷試験検査機器について 5 年での減価償却を

予定し、3,058,000 円/年を計上した。心臓リハビリテーション室(30m2)における水道・

光熱費に関しても面積比から按分し、305,662 円/年で試算した。 

同試算の結果、表 8 に示すように DPC 収入は 71,759,920 円/年、入院及び外来リハ

ビリテーションによる収益はそれぞれ 4,454,400 円/年、891,750 円/年、心肺運動負

荷試験で得られる収益は 1,272,000 円/年であった。病床管理費用 67,935,771 円/年、

心不全チーム人件費 11,129,290 円/年、減価償却費 305,562 円/年、心臓リハビリテ

 
4 神戸市北区心不全入院予測患者数 386.8 名×0.15 

5 神戸市北区外来リハビリテーション予測件数 968×0.15 
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ーション室の運営に伴う水道・光熱費は 305,562 円/年であり、4,050,553 円/年の損

失となることが判明した。 

 

 
図４: 心不全チームの活動内容と構成員 

 

表６: 心不全チームの人件費 

 
 

表７: 1 床あたりの管理費用: A 病院 損益計算書諸費用から各種費用を按分し算出 
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表８: 心不全チームの収益性の試算 

 

44--55  心心不不全全患患者者へへのの地地域域包包括括ケケアア病病床床利利用用にに関関すするる試試算算  

 日本脳卒中学会・日本循環器学会による脳卒中と循環器病克服第二次 5 カ年計画 5)

では、一般病棟で対応可能な慢性心不全の増悪患者は地域包括ケア病棟や回復期リハ

ビリテーション病棟を有する病院での診療が求められ(表 9)、入院を要するものの比

較的、重症度の低い心不全患者の sub-acute の入院および急性期病床で急性期加療を

終えた早期の post-acute 患者を地域包括ケア病床で受け入れるとしている。 

現在の A 病院の地域包括ケア病床の１床あたりの費用は 25,591 円であり、収益は

１名あたり 28,090 円であるが、DPC では入院期間 Ⅰ (1～8 日) 2,866 点、入院期間 

Ⅱ (9～16 日) 2,033 点である。急性期病床 1 床あたりの運用費用は表 7 に示すよう

に 1 日あたり 29,365 円であり、心大血管リハビリテーション加算は地域包括ケア病

床では算定できないことを考慮する必要はあるが、急性期病床で入院期間Ⅲ以降とな

る場合には、早期の地域包括ケア病床への転床を積極的に検討すること、軽症例を地

域包括ケア病床で入院時から受け入れることを推進していくことが望ましいと考えら

れる。 

表９: DPC および地域包括ケア病棟入院料 

  
(出所: 2022/2023 年度 DPC 傷病分類別  一覧から著者作成) 
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44--66  外外来来リリハハビビリリテテーーシショョンンにに関関すするる試試算算  

表８に示す収益性の試算において、外来リハビリテーションによる収益は 891,750

円と低く、受け入れ体制の構築・強化が望まれる。本邦における外来リハビリテーシ

ョンの実施率は心不全のために入院した 51,323 名の患者のうち、わずか 7%と少なか

ったことが報告されている。また、今回推定した外来リハビリテーションの延べ件数

145 件は 1 名あたり 7 件と非常に少ない。 

A 病院では、心臓リハビリテーション体制の構築を進めており、年間 24 名の新規患

者を見込み、再試算を行った。心大血管リハビリテーションに関する算定量は表 10 に

示すように、心大血管リハビリテーション料(Ⅰ) 205 点、リハビリテーション総合計

画評価料(Ⅰ) 300 点、初診料 280 点、再診料 73 点であり、150 日間は週 2 回、その

後、週 1 回で継続し、1 年間で修了するものと想定し、再試算を行った。 

その結果、表 11 および表 12 に示すように、開始初年度の累積収益は 7,541,580 円

/年の収益が見込まれる試算となった。2 年次以降は 885,900 円/月、10,630,800 円/年

の収益が見込まれる試算となり、当初の試算で得られた 4,050,553 円/年の損益は十

分に補填可能であるものと考えられる。  

同程度の外来リハビリテーション通院患者であれば、集団リハビリテーションで実

施され、A 病院においては 1 度に 4 名まで対応可能であるため、人件費、光熱費の増

加を伴うことなく対応であり、変動費の増加なく対応することは十分に可能である。 

 今後、同地域の在宅療養後方支援病院の 1 か所である C 病院の東側への新病院移設

が予定されており、A 病院の東側のエリアの医療提供が相対的に不足する可能性が高

く、15%を超えるシェア獲得の可能性もあることから、周辺状況の変化に合わせて、今

後も試算を繰り返していく必要がある。 

 

表 10: 心大血管リハビリテーションに関する保険算定 

 
(出所: 厚生労働省 令和４年度診療報酬改定についてより作図） 
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(出所: 2022/2023 年度 DPC 傷病分類別  一覧から著者作成) 
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表 11: 初年度外来心大血管リハビリテーション収益 

 
 

表 12: 初年度外来心大血管リハビリテーション収益推移 

 

５５．．考考察察  

 本研究では、郊外の地域療養支援病院における心不全センターの持続可能性につい

て検討した。DPC データを用い、同地域の心不全患者の 15%を占めることをシュミレ

ーションし、同センターの収支について概算を行った。 

同検討からは現状の入院日数、北区の 15%の入院および外来リハビリテーションシ

ェアでは心不全チームを継続する収益性の担保は困難と考えられたが、地域包括ケア

病床を利用し、急性期病床の在院日数の短縮すること、ならびに外来リハビリテーシ

ョンの通院患者数および頻度を増加することで心不全チームの収益性が担保される可

能性が示された。 
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一方で、その実現には、心不全に関するスタッフ教育と教育システムの構築、患者

教育の方法論の確立、地域包括ケア病床の管理体制の見直し、地域における心不全お
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病院では、医師、看護師、ケアワーカー、理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、医

療ソーシャルワーカー、認定看護師の専任者から構成される教育研修局が設置されて

いる。ここでは、経験の浅い専門職を効率よく教育すること、専任で研修の計画と実
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高いサービスの提供に繋げている。 

 A 病院においても多職種によるチーム医療の推進を行う部署を院内に構築できれば、

院内および院外研修の企画、心不全に限定されないスタッフ教育が可能となると考え
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職員すべてに対する人材育成を経営の柱のひとつとする、「学習する組織」となること

を目標とする。 

 

55--22  患患者者教教育育ののシシスステテムムのの構構築築  

 慢性心不全は治療経過の中で塩分摂取量の制限や活動量の制限など、継続的に必要

な療養行動が多数存在し、適切に行えない場合には慢性心不全の増悪やそれに伴う再

入院がもたらされる可能性が高まる。そのため、治療の一環として、症状の管理、病

気の治療、慢性疾患症状特有の身体的又は精神的影響に対しての取り組み、ライフス

タイル改善などが含まれるセルフマネジメントが重要となる。 

 セルフマネジメントは生活を支える視点が重要であり、病院における治療で完結可

能なものではなく、教育システムを地域包括ケアシステム内に取り込むことで、患者

のセルフマネジメント機能を高め、再入院に繋げる必要がある。 
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 院内の患者教育として、心不全チームの果たす役割は大きく、教育を含む包括的リ

ハビリテーションを通して様々な資材を用いながら入院および外来での患者教育を行

う一方で、訪問看護ステーション・かかりつけ医療機関・医療・介護スタッフとの研

修会を通して地域の心不全診療の質向上に努めると共に、患者および家族への学びの

場の提供する機会を作り、患者のセルフマネジメント機能を高めることで、患者中心

の心不全診療の実現を図りたいと考える。  

55--33  地地域域包包括括ケケアア病病床床のの管管理理体体制制のの見見直直しし  

 A 病院の試算では、急性期病床で入院期間Ⅲ (17～60 日目)となる場合には、地域包

括ケア病棟への転棟が望ましいように考えられたが、A 病院の地域包括ケア病床 26 床

であり、急性期 40 床に対して、相対的に不足する可能性がある。 

 A 病院は施設の老朽化に伴い、2025 年度に病棟新築が予定されている。その際に地

域包括ケア病床を 40 床へ増床予定であり、心不全に伴う受入れ患者数の増加に対応

可能な体制となるものと考えられる。 

 神戸圏域の必要病床数は 2025 年の必要病床数等の推計結果から、高度急性期 177 床

過剰、急性期 1,481 床過剰、回復期 2,649 床過剰、慢性期 337 床過剰となっており、

A 病院において療養病棟を減床し、一部地域包括ケア病床への転床を図り、回復期へ

の対応を強化することは地域医療構想とも一致している。 

本研究においては、5年間の心不全入院患者の内、紹介および転院患者は14名(18%)、

施設からの紹介 13 名(16%)であったが、さらに積極的に地域からの入院患者を受け入

れていく体制の構築が望まれ、機能強化型在宅療養支援病院は日常生活圏域の範囲で

整備する地域包括ケアの要として、在宅医療や緊急入院などを実施・支援する役割が

求められる。 

 

55--44  地地域域ににおおけけるる心心不不全全おおよよびび心心臓臓リリハハビビリリテテーーシショョンン連連携携体体制制のの構構築築  

 地域における心不全診療連携に関して、Kinugasa ら、病院に勤務する循環器医 281

名、診療所に勤務する一般かかりつけ医 145 名に対してのアンケート結果から連携不

足(42%)、コミュニケーション不足(34.5%)、連携・連絡体制の未整備(34.2%)などの問

題が存在することを指摘している。 

 広島大学病院を中心とした、地域連携・心臓いきいき推進事業では、県内 7 つの心

臓いきいきセンター（広島市立安佐市民病院・三次地区医療センター・中国労災病院・

JA 尾道総合病院・福山市民病院・JA 広島総合病院・東広島医療センター）と協働し、
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各地域の中核となって心臓リハビリテーションの設備整備により実施体制を整える他、

心臓病教室の開催、多職種によるチーム医療の実践が行われており、地域の高度急性

期病院を中心としたネットワークが構築されている。 

 神戸市においては、一般財団法人神戸在宅医療・介護推進財団により神戸地域一体

化リハビリテーションコンソーシアム：通称 CURe-Kobe（キュア神戸）（Consortium of 

seamless and comprehensive rehabilitation in Kobe）が設立され、内部障害（心

臓、呼吸、腎臓、肝臓など内部機能障害の総称）を持つ患者へのリハビリテーション

のモデル構築が進められる予定であり、第１回会議（令和４年１月 12 日）では、多く

の疾患の中で、高齢者の増加に伴い心不全患者が大幅に増加する「心不全パンデミッ

ク」に対応する心臓リハビリテーションを先行してモデル事業として取り組むことが

決定されている。 

 同協議体では、図５に示すような急性期・回復期・生活期の病院・診療所の連携を

強化し、心臓リハビリテーションおよび心不全連携の強化を行っていくとしているが、

寛解と増悪を繰り返す疾患である慢性心不全において、適当なモデルであるかどうか

は今後さらなる検討を要するものと考えられる。 

A 病院は在支病として、急性期および地域包括ケア病床で在宅療養や施設入所患者

の受け入れを積極的に行っていくべきと考えられる。しかし、これまで、高度急性期

病院以外の病院の在り方については、兵庫県内で十分に議論されているとはいえず、

今後 A 病院のような在宅療養支援病院が果たす役割についての議論を進めていくべき

と考えられた。 

 

図５: 地域一体化プログラムのイメージ図 

(出所: CURE-KOBE ホームページより引用) 
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６６．．おおわわりりにに  

  本研究は地域包括ケアを提供することが期待される在宅療養支援病院において心

不全センターを運用することが継続的に地域ニーズを満たすものであると想定し、地

域の在宅療養支援病院における心不全センターの持続可能性について検討することを

目的とし実施した。今後、A 病院が心臓リハビリテーションを含めた心不全センター

を構築するに際し、地域包括ケア病床を有効に利用し、急性期病床における在院日数

を短縮すること、外来リハビリテーションの通院患者数および頻度を増加させること、

機能強化型在宅療養支援病院としての役割を強化することが求められることが明らか

となった。心不全を含む高齢の多疾病合併患者が増加する中で、地域包括ケアシステ

ムにおいて、在宅療養支援病院の果たすべき役割は大きく、A 病院は地域における心

不全診療のモデルケースとなりうるものと考えられる。 
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６６．．おおわわりりにに  

  本研究は地域包括ケアを提供することが期待される在宅療養支援病院において心

不全センターを運用することが継続的に地域ニーズを満たすものであると想定し、地

域の在宅療養支援病院における心不全センターの持続可能性について検討することを

目的とし実施した。今後、A 病院が心臓リハビリテーションを含めた心不全センター

を構築するに際し、地域包括ケア病床を有効に利用し、急性期病床における在院日数

を短縮すること、外来リハビリテーションの通院患者数および頻度を増加させること、

機能強化型在宅療養支援病院としての役割を強化することが求められることが明らか

となった。心不全を含む高齢の多疾病合併患者が増加する中で、地域包括ケアシステ

ムにおいて、在宅療養支援病院の果たすべき役割は大きく、A 病院は地域における心

不全診療のモデルケースとなりうるものと考えられる。 
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